
　2023年6月に開催された株主総会後の取締役会で議長を仰せつかりました。2023年度は当社
にとって大きな節目となる年度です。まず、2021年に始まった中期経営計画「Accelerate Growth 
2023」の最終年度で、その目標達成度が問われます。この中では４つの大きな企業変革プロジ
ェクトを進めており、これらが新体制での具体的運用に入ります。次に、それを受けて次期中期
経営計画を立案、制定する年度です。また、ここ数年検討して来た新たな機関設計も一層議論を
深める段階にあります。従って取締役会では、例年以上に広範囲の案件を扱うことが見込まれ
るため、効率的に運営し最善の意思決定が迅速に行えるよう努めます。
　2022年度は市場別の３制御システム事業部門体制が軌道に乗り始め、エネルギー&サステナ
ビリティのみならず、マテリアル、ライフといった幅広い市場で成果を出したほか、プロダクト

も大きく伸びました。その結果、全社業績は期初の計画をかなり上回るものとなり、部門によっては3カ年中期計画の最終
目標を2年目にして達成したものもあります。しかし、これにはウクライナ問題に端を発するオイル系エネルギー需要の
予想外の高まりや歴史的円安などの背景があります。また、全体の収益性改善は道半ばです。これらの現状を踏まえつつ、
この中期経営計画最終年度でできる限り高い実績を固められるよう、また2030年度売上高1兆円を掲げた長期目標の達成
に向けて、的確な次期中期経営計画が作り上げられ、良い形で次期にスタートが切れるよう、しっかりした議論を進めた
いと考えています。
　企業が企業価値を高め成長するには、社会に役立ち、市場が求めるサービスや商品を提供する事、そしてそれが将来に
わたって続く仕組みを備える事が必要です。これまでの当社取締役会の実効性評価においては、規模、構成、運営状況な
ど、適切とされています。そもそも取締役会の実効性は究極的にはその企業価値、つまり業績や株価で評価され、その一段
手前として正しい決定がなされたかどうかで判断されるべきものです。しかし、これらは事後評価となるため、私たちは
今どうするのがベストかを考えて体制を整え行動します。具体的には取締役会で決定すべき事項の適切な選定、必要な情
報提供、十分な討議、迅速な決定、決定後のフォローアップなどを粛々と進めてまいります。当社においては、これらの事
がこれまで自然体で行われており、今後それを崩すことなく、より効率的に運営してまいります。
　情報提供と効率良い議論という点では、2022年度にも改善が進んだ議案の事前説明制度や経営会議の傍聴を活用しま
す。また事業所訪問やさまざまな場面での幹部メンバーや監査役会との懇談の場なども有効に働くものと思います。
　一方、検討を進めている新しい機関設計と意思決定プロセスは、迅速な意思決定と事業運営が第一の目的であり、執行
陣への権限と責任の委譲が伴います。そのため、従来から指摘されていた取締役会による監督・モニタリング機能の強化
がより一層求められます。よく取締役会の機能は株主の立場に立った「監督」にありと言われます。私はこの言葉にはやや
上から目線のニュアンスがあるため、「評価」が妥当ではないかと思っています。全てのステークホルダーの立場に立ち、
公平、冷静に評価、判断する。その事が結果的には企業価値の向上、引いては株主の利益につながるはずです。それに備え
る助走期間として2023年度が機能するよう努めたいと考えています。
　さらに、今後の経営陣の展開を見据えて、トップのサクセッションプランを指名諮問委員会と連携しつつ議論し、推進
に努めます。
　私は社外取締役の役割は執行陣が目標に向かって、より正しく効率良くアクションするよう「牽制」する事、また社内と
は違った業種や経歴に基づく発言によって、執行陣が新たな発想に至る「触媒」にあると考えています。今後はそれに上記
の「評価」を加えた3機能を念頭に取締役会の運営を進める所存です。

5 コーポレートガバナンス

　原則、月に１回開催される取締役会は、独立社外取締役５名を含む８名で構成され、経営に関する意思決定機関として、当社グ
ループの持続的成長と中長期的な企業価値の向上を目指しています。その実現に向け、サステナビリティへの取組みを重要な経
営課題と位置づけ、収益力および資本効率の改善を図るとともに、企業戦略等の大きな方向性を示しています。また、取締役およ
び執行役員を含む経営陣による業務執行の監視・監督を行うとともに、取締役の職務執行に関する規定を整備し、業務執行に関す
る監督責任を負う体制を確立しています。（2022年度：14回開催）

　取締役会は、毎年、各取締役と監査役の評価に基づき、取締役会の強みと実効性をさらに高めるための課題を明らかにし、当該
課題に取り組むうえで重視すべき点を明確にするため、分析・評価を行うこととしています。評価に当たっては、第三者評価機関
を適宜活用しています。

■ 2022年度の取締役会評価プロセス
　2022年度は、取締役会による自己評価により取締役会評価を行いました。
●  取締役会議長主導で作成した質問票に、全ての取締役及び監査役が回答

しました。
●  質問項目には、定点観測として規模・構成、運営に関する評価項目に加え、

改善活動状況なども確認する項目を設定しました。また、新たな課題の抽
出に繋がるよう自由記述意見欄を設けました。

●  回答の分析結果は取締役会に報告され、取締役会メンバーで議論し、最終
的な評価をしました。

●  取締役会評価結果等を踏まえ、取締役会では、取締役会のより一層の実効
性向上に向け、議題選定及び改善のためのアクションプランを決議し、実
行に移しました。

■ 2022年度の取締役会評価結果の概要
　現在の取締役会の実効性は高いと評価
● 取締役会の規模・構成
　・ 現在の取締役会の規模・構成は、独立社外取締役が過半数を占めることによる独立性・客観性、また専門性、経験、ダイバーシティ

も確保され、適切で良いバランスであると評価されました。
　・ 当社取締役会にとって重要な専門性・経験は、企業経営経験、国際性・グローバル経営経験であるとの意見が多くあげられました。
● 取締役会の役割・機能、運営状況
　・ 当社グループは、事業環境が大きく変化する中で、強い危機意識を持って変革に取り組んでおり、取締役会は、中長期の経営戦

略設定と経営の監督・モニタリング機能の発揮が特に重要との共通認識を持って、その役割・機能を適切に発揮していました。
　・ 議長による適切な議題設定と議事運営や筆頭独立社外取締役による役員間のコミュニケーションの円滑化のもと、取締役及

び監査役が各々の専門性や経験を活かし、自由闊達な議論を展開していました。
　・取締役会の開催頻度、時間は適切でした。
　・ 中長期の企業価値向上に向けた監督の更なる強化については、サステナビリティに関する事項や収益性向上、人的資本経営な

どの全社横断的な経営の重要課題を議題に選定し、実質的な議論を通じ、監督機能が強化されてきていました。
　・ 指名諮問委員会の議論と取締役会への情報共有の充実については、指名諮問委員会にてサクセッションプランに加えて、機関

設計等についても議論し、その内容は取締役会に適時適切に共有されていました。
　・ 監督のための情報提供の更なる改善については、提案内容及び説明の質の向上が確認された一方で、論点の絞り込みなどの観

点で一層の改善が求められています。

■ 今後の改善に向けた取り組み
　今回の取締役会評価結果を踏まえた上で、取締役会は、当社グループの変革をさらに加速させるために、以下の取り組みにより
一段高い監督機能の実現を通じて実効性の向上に努めていきます。
● 中長期経営戦略の議論の充実とモニタリング機能の強化
　・ 2023年度は、監督機能を一層強化する観点から、最終年度を迎える中期経営計画AG2023のゴール達成状況と継続課題の確認、

次期中期経営計画策定および全社横断的な重要経営課題など議題を重点的に選定し、提案・報告における論点の絞り込みと、
事前説明会の充実などによる議論のための十分な時間確保などを通じて、より本質的で効果的な議論を行っていきます。

● 機関設計の検討
　・ 現在の監査役会設置会社である機関設計は適切ですが、当社グループの変革を加速するために、執行側により権限を委譲する

ことによる意思決定の迅速化や、社外取締役が過半数を占める取締役会構成における監督機能の一層の強化に向けた最適な
機関設計や意思決定プロセスについて、2023年度も引き続き検討していきます。

取締役会議長
菅田　史朗

■ 2022年度の取締役会の主な議題の例
●	中長期での成長戦略と重要な経営課題
●	サステナビリティ
●	ガバナンスのあり方

節目となる2023年度：成果を固め、未来への準備を

取締役会 取締役会評価

当社の「取締役・監査役・執行役員の選解任の方針と手続」については、当社第147回定時株主総会招集ご通知P.17をご参照ください。

https://www.yokogawa.co.jp/about/ir/shiryo/soukai/
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5 コーポレートガバナンス

　原則、月に１回開催される監査役会は、常勤監査役２名、社外監査役３名の計５名で構成され、当社グループの持続的成長と会
社の健全性を確保するため、独立した客観的な立場において適切な判断、意見表明を行います。また、監査役会は、法令および「監
査役監査基準」「監査役会規則」に基づき、監査に関する重要な事項について各監査役から報告を受け、協議を行い、必要に応じて
決議をします。監査役は重点監査項目を定めた年間計画に基づき、監査役監査を実施しています。監査役は、取締役会、経営会議等
の重要会議に出席するほか、内部監査担当部署、法務担当部署及びコンプライアンス体制を推進する企業倫理担当部署との定例
会合を実施し、それぞれの活動状況等について、情報交換を行い、情報を共有するとともに、積極的に提言を行っています。また、
会計監査人との相互の連携を深め、会計監査人と監査役会の定期的または随時の情報交換を行うことにより、両者の監査の品質
向上と監査の効率化を図っています。（2022年度：16回開催）

　取締役会は、意思決定の迅速化を図るため、業務執行にかかる意思決定を経営会議へ権限委譲しています。経営会議は、代表取
締役社長、執行役員及び常勤監査役で構成され、原則月に1回開催しています。また、経営会議の決議事項等は、取締役会に報告す
ることとなっています。（2022年度：12回開催）

　当社の取締役・監査役が有する主な専門性・経験は、次のとおりです。

■ 専門性・経験を設定した理由
企業経営：エネルギー産業の構造変化やデジタル技術革新の進展など事業環境が大きく変化する中、長期経営構想及び中期経営
計画AG2023で目指す姿への変革を成し遂げていくためには、大手企業の本社トップとして変革を牽引するなど、企業経営全般へ
の豊富な経験や知見が必要

国際性 グローバル経験：グローバルに事業を展開(海外売上高比率：約70%、海外従業員比率：約65%)する当社の中長期の成長戦
略の策定・実行とグローバル経営の適切な監督には、グローバルビジネスや海外の文化・環境への豊富な経験と知見が必要

財務・会計：当社の持続的な成長を支える強固な財務基盤の構築と、M&Aやアライアンスを含む攻めの成長投資の推進及び適正な
株主還元等を実現する財務戦略の策定には、財務・会計分野における確かな経験と知見が必要

技術・開発：新たな技術を取り入れた革新的ソリューションによる成長実現に向けて、当社の強みである計測・制御・情報分野の技
術と開発力をさらに進化・発展させていくためには、イノベーションの実現や技術・開発・品質・環境分野での確かな経験と知見が
必要

IT・デジタル：「統合化」「自律化」「デジタル化」による新たなソリューションの実現、OT/ITコンバージェンスや複数のシステムを
つなぐSystem of Systemsによる新たな価値創出には、高度なIT・デジタル技術を活用した事業運営やビジネスモデル変革の豊富
な経験と知見が必要

営業・マーケティング：革新的なソリューションによるお客様の真の課題解決を通じた成長実現には、市場ニーズを捉えたビジネ
スモデル変革や新しいソリューションの企画・開発と、受注・売上拡大戦略が不可欠であり、営業・マーケティング分野での豊富な
経験と知見が必要

人事 人財開発：人的資本経営の重要性が増す中、当社の中長期で目指す姿への変革には、経営戦略に連動した、経営人財、DX人財
やコンサルタント人財などの確保・育成と活用などの人財戦略の策定・実行が重要であり、人事・人財開発分野での確かな経験と
知見が必要

法務 リスク管理：持続的な企業価値向上の実現には、激しく変化する事業環境の中で多様化すると同時に目まぐるしく変化する
リスク要因に的確かつ迅速に対処できるリスクマネジメントが必要であり、リスク管理やコンプライアンス、法律の分野の確か
な経験と知見が必要

サステナビリティ ESG：「測る力とつなぐ力で、地球の未来に責任を果たす。」とのYokogawa’s Purposeのもと、持続的に企業価値
を向上していくためには、ESG視点の経営による成長と社会価値・環境価値創出の両立が必要であり、サステナビリティ・ESG分
野の豊富な経験と知見が必要

■ 社外取締役および社外監査役の選任理由と出席状況
　東京証券取引所有価証券上場規程第436 条の２に定める独立役員としての要件及び当社における「社外役員の独立性に関する
基準」を満たしていることから、独立役員に指定しています。

氏名 選任理由および2022年度の出席状況

社外取締役
菅田　史朗

社外取締役として経営の監督を適切に行っています。同氏の経営者としての高い見識と産業用機器製品の開発、マーケティング
の豊かな経験と深いグローバルビジネスの知見を当社の経営の監督に反映することで、経営の妥当性、客観性、透明性を高める
ため、社外取締役として選任しています。取締役会出席回数は14回/14回。

社外取締役
内田　章

社外取締役として経営の監督を適切に行っています。同氏の経営者としての高い見識と、財務経理部門を中心とする経営管理分
野の幅広い経験を当社の経営の監督に反映することで、経営の妥当性、客観性、透明性を高めるため、社外取締役として選任して
います。取締役会出席回数は14回/14回。

社外取締役
浦野　邦子

社外取締役として経営の監督を適切に行っています。同氏の経営者としての高い見識と大手製造業における生産部門や人事・教
育、広報・CSR部門など幅広い経験を当社の経営の監督に反映することで、経営の妥当性、客観性、透明性を高めるため、社外取締
役として選任しています。取締役会出席回数は14回/14回。

社外取締役
平野　拓也

社外取締役として経営の監督を適切に行っています。同氏の経営者としての高い見識とグローバルIT企業の事業部門における
幅広い実務経験を当社の経営の監督に反映することで、経営の妥当性、客観性、透明性を高めるため、社外取締役として選任して
います。取締役会出席回数は11回/11回。

社外取締役（新任）
五嶋　祐治朗

グローバルに活動する大手製造業において、生産や生産技術の現場で長く生産戦略を主導し、CEOとして企業変革や人事改革、
新規事業の育成、M&Aなどに取り組んできた豊富な経験と知見を有しています。そうした同氏の経験を当社の経営の監督に反
映することで、経営の妥当性、客観性、透明性を高めるため、社外取締役として新たに選任しています。

社外監査役
高山　靖子

大手コンシューマ・ビジネス企業においてCSR担当をはじめとした幅広い実務経験や常勤監査役としての経験、さらには様々な
企業での社外役員としての豊富な経験を有しており、そうした経験を当社の監査に反映させることで質の高い監査が期待でき
ると判断し、社外監査役として選任しています。取締役会出席回数は14回/14回、監査役会出席回数は16回/16回。

社外監査役
大澤　真

経験豊富な経営者の観点と経済界における幅広い活動に基づく高い見識、さらには様々な企業での社外役員としての豊富な経
験を有しており、そうした経験を当社の監査に反映させることで質の高い監査が期待できると判断し、社外監査役として選任し
ています。取締役会出席回数は14回/14回、監査役会出席回数は16回/16回。

社外監査役
小野　傑

弁護士として企業法務やファイナンス分野の豊富な知見を有しており、経済界や教育界における幅広い活動に基づく高い見識
を反映させることで質の高い監査が期待できると判断し、社外監査役として選任しています。取締役会出席回数は14回/14回、
監査役会出席回数は16回/16回。

※取締役 平野 拓也氏については、2022年6月22日の就任後に開催された取締役会への出席状況を記載しています。

■ 2022年度重点監査項目
●	中期経営計画AG2023の進捗状況
●		YOKOGAWAグループの内部統制システムの構築・運用状況

■ 2022年度監査活動実績
●	グループ子会社に対する監査
●	重要会議の参加及び重要書類の閲覧を通じての業務執行の監査
●	取締役、執行役員及びその他の重要な使用人からのヒアリングを
通じての監査活動

●	会計監査人及び内部監査担当部署との連携
●	社外取締役との連携、グループ常勤監査役との連携

企業経営
国際性

グローバル
経験

財務・会計 技術・開発 IT・デジタル 営業・
マーケティング

人事
人財開発

法務
リスク管理

サステナ
ビリティ

ESG

取締役

奈　良　　　寿 ● ● ●

穴　吹　淳　一 ● ● ●

戴　　　　　煜 ● ● ● ●

社外取締役

菅　田　史　朗 ● ● ● ●

内　田　　　章 ● ● ●

浦　野　邦　子 ● ●

平　野　拓　也 ● ● ●

五　嶋　祐治朗 ● ● ●

常勤監査役
渡　辺　　　肇 ● ● ●

長谷川　健　司 ● ● ●

社外監査役

高　山　靖　子 ● ●

大　澤　　　真 ● ●

小　野　　　傑 ● ● ●

監査役会

経営会議

スキルマトリックス

当社の「取締役・監査役・執行役員の選解任の方針と手続」については、当社第147回定時株主総会招集ご通知P.17をご参照ください。

https://www.yokogawa.co.jp/about/ir/shiryo/soukai/

当社の「社外役員の独立性に関する基準」については、当社ウェブサイトをご参照ください。

https://www.yokogawa.co.jp/about/ir/governance-ja/officer-ja/
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5 コーポレートガバナンス

　指名諮問委員会は、取締役候補及び監査役候補の指名、代表取締役社長の評価と選定・解職、執行役員の選解任、取締役及び監査
役の解任提案、ならびに取締役、監査役及び執行役員に求める人財像（資質、実績等）等について、当社グループの継続的発展及び
コーポレートガバナンス上、すべてのステークホルダーの視点で最適なものとなるよう定められた基準、手続に基づき審議を行
い、取締役会に答申しています。 

　報酬諮問委員会は、取締役及び執行役員の報酬制度と報酬が当社グループの発展のために適切な挑戦を促し、優秀な人財を採
用・維持し、すべてのステークホルダーの視点で適切なものとなるよう、定められた基準、手続に基づき審議を行い、取締役会に答
申します。

　2023年度の指名諮問委員会の委員長になりました内田です。当委員会は社外取締役が過半数を占め、
さらに昨年度から委員長を社外取締役として、より一層独立性を高めて議論ができる体制となっていま
す。また、事務局の強化を進めたことから、委員会の支援機能も充実しています。
　当年度の注力ポイントの1つはCEOのサクセッションプランに関する事項です。対象者に対する面談
やアプレイザルの評価結果などを踏まえ、候補者の絞り込みや育成方向について審議してまいります。
CEOは企業価値向上に最も大きな影響を与える役職であり、この審議には十分時間をかける予定です。
また、昨年に続き取締役会のあり方について議論を深め、一歩進めた検討を行います。
　当社は今後、事業環境の変化に対応しながら成長性と収益性向上の両者を実現する課題に立ち向かわ
なければなりません。そのためには、事業構造の変革やマインドセットの変革に強いリーダーシップを
発揮して取り組む執行体制と、それを的確に監督する取締役会の存在が必要です。取締役会のあり方に
ついての具体的検討や適切な社内外役員の選定などを通じて、この課題解決に貢献する実効性の高い委
員会運営に努めてまいります。

　2023年度の報酬諮問委員会の委員長を務めます浦野です。従来より当社では取締役会の諮問機関とし
て、企業の持続的成長につながる取締役・執行役員の報酬のあり方を議論し、制度改定等、改善を積み重
ねてまいりました。右記の報酬方針を念頭に、グローバルに活動を行う企業として中長期の経営戦略を
実行する為、適切なインセンティブと必要なリスクテイクを促すためのあるべき報酬水準、基本報酬・短
期および中期の業績連動報酬の構成、株式報酬制度、定量・定性評価の方法等を議論・答申し、併せて制度
の妥当性を検証しています。
　報酬制度には継続性が必要と考えますが、事業の変化や社会の動きに合わせた変更も重要であり、常
に先を見て何をどう変えていくのか早めに議論を進め時機を逸しないよう留意しています。例えば、さ
らなるグローバル化との整合性、ソリューションへのシフトの進展や事業スピードの加速による企業連
携や競合の変化への対応、サステナビリティへの貢献と事業成長の連動性などが課題です。
　知見・経験の異なる委員による多様な観点からの議論により、ステークホルダーに対しての透明性・公
平性を確保しながら企業の成長を促す報酬となるよう委員会運営に努めてまいります。

指名諮問委員会委員長
内田　章

報酬諮問委員会委員長
浦野　邦子

■ 活動報告
計14回の審議を行い、
● 取締役会のあり方や今後目指すべき方向性と取締役会構成
● 代表取締役社長の評価および再任
● 2023年度の執行役員体制
● 2023年6月の定時株主総会に提案する取締役・監査役候補者の答申案
等を審議しました。

■ 活動報告
計4回の審議を行い、
● 2022年7月支給の業績連動報酬額
● 2023年7月支給の業績連動報酬の業績指標と算定式の決定
● 現在の役員報酬水準の妥当性を検証するためのベンチマーク企業との

比較による役員報酬水準の確認等を審議しました。

■ 構成	 2023年6月27日現在

■ 構成	 2023年6月27日現在

社外取締役 菅田　史朗	
社外取締役 内田　章◎		
社外取締役 浦野　邦子	
社外取締役 平野　拓也
社外取締役 五嶋　祐治朗
代表取締役社長 奈良　寿
◎は、委員長です。

社外取締役 菅田　史朗
社外取締役 内田　章
社外取締役 浦野　邦子◎
社外取締役 平野　拓也
社外取締役 五嶋　祐治朗
代表取締役社長 奈良　寿
◎は、委員長です。

■ 取締役の報酬等の基本方針
　取締役の報酬等の基本方針は、以下のとおりとしています。
　（a） 持続的、中長期的に企業価値向上を促す制度であること
　（b） 中長期経営戦略を反映した制度であり、中長期経営目標達成を強く動機付けるものであること
　（c）短期志向への偏重を抑制する制度であること
　（d）優秀な人財を確保・維持できる制度と金額であること
　（e） ステークホルダーに対して透明性、公正性及び合理性を備えた制度であり、これを担保する適切なプロセスを経て決定され

ること

■ 役員の報酬等の決定方針
1）取締役の報酬等
　取締役の報酬等については、株主総会でご承認いただいた限度額（*1）の範囲内で、個別の支給額を決定します。
　監査役の報酬等についても、株主総会でご承認いただいた限度額（*2）の範囲内で監査役の協議により決定します。

（*1） 取締役の報酬限度額は、2018年６月26日開催の第142回定時株主総会において１事業年度あたり16億円以内（但し、使用人分給与は含まない）と決議いただいています。
（*2） 監査役の報酬限度額は、2004年６月25日開催の第128回定時株主総会において１事業年度あたり１億50百万円以内と決議いただいています。

2）報酬諮問委員会の構成及び役割・責務
　取締役及び執行役員報酬の決定プロセスの客観性及び透明性を高めることを目的に、取締役会の諮問機関として、その過半数
を社外取締役とする３名以上の取締役で構成される「報酬諮問委員会」を設置しています。
　ⅰ）報酬諮問委員会の構成
　　 過半数を社外取締役とする３名以上の取締役
　ⅱ）報酬諮問委員会の役割・責務
　　  報酬諮問委員会は、取締役会の諮問を受け、取締役及び執行役員の報酬等の制度及び決定方針について審議し、取締役会に答

申するとともに、取締役会からの委任を受けて、報酬制度に従って取締役及び執行役員個人別の報酬等の内容を決定します。
　ⅲ）前記権限が適切に行使されるようにするための措置
　　  独立社外取締役が過半数を占める報酬諮問委員会において、委員の互選で委員長を選定し、取締役会の承認を得た報酬制度

に基づき個人別報酬額を決定することで、前述の目的に適合した決定を担保しています。

■ 役員報酬の構成
　社内取締役及び執行役員の報酬は、（a） 固定報酬である基本報酬と（b） 業績連動報酬（（b）-1 年次インセンティブと（b）-2中長
期インセンティブ）で構成されています。
　業績連動報酬は、社外取締役及び非業務執行取締役、監査役を除く取締役及び執行役員を対象としています。
　これは、業務執行から独立した立場にある社外取締役及び監査役には、業績連動報酬等の変動報酬は相応しくないため、基本報
酬のみ支給するという考え方であり、同様に非業務執行の取締役についても基本報酬のみ支給します。
　役員の報酬額の水準については、外部機関の調査結果に基づく国内外の同業または同規模の他企業との比較および当社の財務
状況を踏まえて設定しています。
　役位別・職位別の報酬水準は、同輩企業の50%ileを基準とし、環境変化に応じた柔軟な運用や優秀な経営人財を獲得・保持する
観点から、概ね25%ile～75%ileの範囲内で運用することとしています。
　なお、海外で採用する人財の報酬については、その海外地域における役員報酬調査データに基づいて役位ごとの職責を考慮し
て報酬ベンチマーク分析を行い、個別に定めることがあります。
　具体的な役員及び執行役員の報酬構成は、役員区分に応じて以下のとおりとしています。

役員区分 （a）基本報酬

（b）業績連動報酬
（（b）-2に非金銭的報酬を含む）

備考
（b）-1

年次インセンティブ
（b）-2

中長期インセンティブ

取締役
（社外取締役及び非業務執行取締役を除く） ○ ○ ○ 役員報酬及び

使用人分給与

社外取締役及び非業務執行取締役 ○ — — 役員報酬

監査役 ○ — — 役員報酬

社外監査役 ○ — — 役員報酬

非取締役執行役員 ○ ○ ○ 使用人分給与

指名諮問委員会 役員報酬

報酬諮問委員会

1
ト
ッ
プ
メ
ッ
セ
ー
ジ

2
価
値
創
造
プ
ロ
セ
ス

3
コ
ー
ポ
レ
ー
ト
成
長
戦
略

4
経
営
資
本

6
リ
ス
ク
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

イ
ン
フ
ォ
メ
ー
シ
ョ
ン

5
コ
ー
ポ
レ
ー
ト
ガ
バ
ナ
ン
ス

YOKOGAWA レポート2023 YOKOGAWA レポート2023 8584



5 コーポレートガバナンス

(a)基本報酬
　基本報酬は、月例の固定報酬とし、取締役及び執行役員としての役割と役位に応じて報酬諮問委員会にて定められた基
準に基づき金額を決定します。

(b)業績連動報酬
　業績連動報酬は、事業年度ごとの業績向上および中期的な企業価値向上に対する意識を高めるため、報酬諮問委員会に
て業績指標（KPI）を定め、目標値に対する達成度合いに応じて算出された額または数を支給します。
業績連動報酬の考え方は次のとおりです。

（1） 全報酬に占める業績連動報酬の比率を高くする。
（2）  役位が上位の者ほど業績連動報酬の全報酬に占める比率を高くし、代表取締役は60%とする。
（3）  株式報酬の全報酬に占める割合を同業または同規模の他社水準以上とする。

(b)-1 年次インセンティブ
　業績連動報酬のうち、年次インセンティブは、報酬諮問委員会において単年度の全社業績評価と個人業績評価に基づ
き算定し、年１回支給します。支給額は、業績目標達成時を100％として、0％～200％の範囲で変動するように設計して
います。

(b)-2 中長期インセンティブ
 　業績連動報酬のうち、中長期インセンティブについては、2018年６月26日開催の第142回定時株主総会において、中期
経営計画が対象とする期間の最終事業年度における当社の連結自己資本利益率（連結ROE）等の達成度に応じて当社株式
及び金銭を支給する業績連動型株式報酬制度であるパフォーマンス・シェア・ユニット制度（以下「PSU制度」）を導入して
います。
　中期経営計画が対象とする期間において取締役会があらかじめ設定した業績目標その他要件を前提とし、支給対象と
なる取締役及び執行役員の役位ごとに報酬諮問委員会にて定めた株式報酬基準額に、業績目標達成条件に応じて取締役
会があらかじめ設定した係数（以下「支給率」）を乗じて、対象となる取締役及び執行役員ごとの中長期インセンティブに
よる報酬額を決定し、報酬額の60%に相当する金額を当社株式で、40%に相当する金額を金銭として支給します。支給率
は業績目標の達成度合いに応じて0％から100%の範囲で変動するよう設計しています。
　中長期インセンティブにおける業績目標は、中期経営計画との連動を基本に考えており、企業価値及び株主価値向上の
両面において重要な指標であるとの考えから、経営の効率性を示す指標である「自己資本利益率（ROE）」としています。
　なお、PSU制度では、重大な不正会計または巨額損失が発生した場合、PSU制度に係る報酬額として支給した報酬の全
部または一部を無償で返還請求できるクローバック条項を設定しています。

※  業績目標を達成した場合の基本報酬と年次インセンティブの比率は、役位が上位の者ほど年次インセンティブの比率
を高く設定し、代表取締役の１対0.75から役位が下がるにつれて下がり、執行役員を含む全体の平均が概ね1対0.5にな
るように設計しています（イメージ図１）。なお、この比率は業績目標の達成度合いによっては、1対0から1対1の間で変
動する場合があります。

基本報酬
1

年次インセンティブ
0.5

（0〜1）

中長期インセンティブ
0.5

（0〜0.5）

（イメージ図2）

※  中長期インセンティブの支給年度において、年次インセンティブ、中長期インセンティブそれぞれの業績目標を達成
した場合の基本報酬との比率は、役位が上位の者ほど基本報酬に対する比率を高く設定し、代表取締役の１対0.75か
ら役位が下がるにつれてさがり、執行役員を含む全体の平均が概ね１対0.5対0.5になるように設計しています（イ
メージ図２）。

　  なお、この比率は年次インセンティブ及び中長期インセンティブそれぞれの業績目標の達成度合いによっては、1対0
対0から１対1対0.5の間で変動する場合があります。

2022年3月期に設定した業績目標 2022年3月期実績

連結売上高 3,700億円 3,899億円

連結売上高営業利益率（ROS） 6.8％ 7.9％

実績ROE 支給率

8％未満 0％

8％以上、11％未満 （25＋（実績ROE×100－8）／3×25）％

11％以上、14％未満 （50＋（実績ROE×100－11）／3×50）％

14％以上 100％

（イメージ図１）
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（0〜1）
■ 保有方針および合理性の検証方法（縮減に向けた取り組み）
　当社グループは、企業価値の維持・向上に資すると判断した場合に限り、政策的に株式を保有します。保有は必要最低限とする
という考え方に立ち、すべての政策保有株式については、毎年取締役会において、中長期的な観点からその保有目的、経済合理性
等について個別銘柄ごとに検証を行い、妥当性を判断します。検証の結果、保有の妥当性が認められなくなったと判断した政策保
有株式については売却を行い、縮減を図っています。
　検証にあたっては、保有株式を以下の３つに区分し、「取引状況」「株価・配当」「資本コスト」等をKPIとして、保有の妥当性の判断
を行っています。
　a. 事業取引先（事業取引・提携関係の維持・強化を目的とする）
　b. 金融機関（円滑な金融取引を図ることを目的とする）
　c. その他（上記区分に該当しないもの）
　具体的には、保有銘柄ごとに、以下のa～dのプロセスを通じて保有の妥当性を評価し判断しています。
　a. 株価（時価、取得原価、減損後簿価）の定量評価による検証
　b.  a.で評価した株価に対し、時価及び取得原価それぞれを元に計算した「投下資本利益率（ROIC）」での定量評価による検証

（ROICの計算には、税引き後の売上粗利と受取配当金を使用）
　c. 保有銘柄ごとの保有目的、取引実績、将来の取引見込み等の定性評価による検証
　d. a～c の検証による評価を中長期的な経済的価値、事業拡大・関係強化等の観点で総合的に勘案する

■ 議決権行使
　政策保有株式の議決権行使については、当社及び投資先の中長期的な企業価値向上の観点から、十分に検討したうえで判断し
ます。
　特に、以下の場合については賛否を慎重に検討し、議決権を行使します。

1) 投資先企業に法令違反や不祥事、反社会的行為等が発生している場合
2) 合併・買収、営業譲渡等の組織再編、第三者に対する株式の有利発行等で、当社の企業価値を損なう可能性があると判断され

る議案の場合

(注)1.  年次インセンティブにおける単年度の全社業績評価につながる業績目標は、当社グループが持続的な成長を図るた
めに重要な指標であるとの考えから「連結売上高」と「連結売上高営業利益率（ROS）」としています。
業績連動報酬の決定要素の一つとなる、2022年３月期の業績目標と実績は以下のとおりです。

(注)2.  中長期インセンティブにおける業績目標は、中期経営計画との連動を基本に考えており、中期経営計画で設定して
いるいくつかの業績目標の中から、企業価値及び株主価値向上の両面において重要な指標であるとの考えから、経
営の効率性を示す指標である「自己資本利益率（ROE）」を選択しています。 
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